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平成 18 年 8 月期   中間決算短信（連結）           平成 18年 4月 24日 
 
上 場 会 社 名        株式会社 ワッツ            上場取引所     ＪＡＳＤＡＱ 
コ ー ド 番 号         ２７３５                  本社所在都道府県  大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.watts-jp.com ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長   氏名 平岡 史生 
問合せ先責任者 役職名 取締役経営企画室長 氏名 藤田 榮治  ＴＥＬ (06)4792－3280（代） 
決算取締役会開催日   平成 18 年 4 月 24 日 
米国会計基準採用の有無    無 
 
１．18 年 2 月中間期の連結業績（平成 17 年 9 月 1 日～平成 18 年 2 月 28 日） 
（1）連結経営成績                         （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高      営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 
18 年 2 月中間期 9,402 （  ― ） 314 （  ― ） 312 （  ― ） 
17 年 2 月中間期 ― （  ― ） ― （  ― ） ― （  ― ） 
17 年 8 月期 16,251  500  466  
 

 中間（当期）純利益 1 株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後 1 株当た
り中間（当期）純利益 

 百万円     ％ 円     銭 円     銭 
18 年 2 月中間期 155 （  ― ） 10,190 83 10,051 97 
17 年 2 月中間期 ― （  ― ） ― ― ― ― 
17 年 8 月期 236  15,488 33 15,273 40 
 
(注) ①持分法投資損益 18 年 2 月中間期 ―百万円 17 年 2 月中間期 ―百万円 17 年 8 月期 ―百万円 
 ②期中平均株式数（連結）18 年 2 月中間期 15,282 株 17 年 2 月中間期 ―株 17 年 8 月期 15,298 株 
 ③会計処理の方法の変更  無 
 ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年同期増減率であります。
 ⑤当社は当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間及び対前年中間期
増減率の記載を行っておりません。 

 
（2）連結財政状態 

 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

18 年 2 月中間期 5,408 1,809 33.5 118,453 58 
17 年 2 月中間期 ― ― ― ― ― 
17 年 8 月期 5,078 1,679 33.1 109,842 89 
 
(注) ①期末発行済株式数（連結）18 年 2 月中間期 15,278 株 17 年 2 月中間期 ―株 17 年 8 月期 15,286 株 
 ②当社は当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間の記載を行ってお
りません。 

 
（3）連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
18 年 2 月中間期 239 △306 △61 1,146 
17 年 2 月中間期 ― ― ― ― 
17 年 8 月期 458 △440 221 1,275 
(注) 当社は当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間の記載を行っており
ません。 

 
（4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 ７ 社 持分法適用非連結子会社数  ― 社 持分法適用関連会社数  ― 社 

（5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規） ２ 社 （除外） ― 社 持分法（新規）  ― 社 （除外） ― 社 

 
２．平成 18 年 8 月期の連結業績予想（平成 17 年 9 月 1 日～平成 18 年 8 月 31 日） 
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
通   期 19,500 530 275 
（参考） 1 株当たり予想当期純利益(通期) 17,995 円 03 銭 
（注）  上記業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

実際の業績は、今後、様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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１．企業集団の状況 
 
当社グループは、当社及び連結子会社である販売会社 6 社と輸入仕入会社 1 社により構成されており、
直営店舗による100円均一ショップ及びディスカウントショップを中心に日用品販売事業を行っており
ます。 
 

 事業系統図 
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２．経営方針 
 
(1)会社の経営の基本方針 

当社グループは、「価値ある満足の創造」を経営理念に、お客様、お取引先、株主、地域社会の皆様
の「満足」のために、常に最高の商品とサービスを提供することに努めてまいります。 

 
(2)会社の利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主に対する長期的かつ継続的な利益の拡大を重要な経営課題と認識し、将来の事
業展開と財務体質の強化等を考慮しながら、安定した配当を継続実施していくことを基本方針としてお
ります。 
内部留保金につきましては、財務体質の一層の充実並びに積極的な多店舗展開に充当し、事業拡大の
ために有効的に投資してまいる所存であります。 
当期の年間配当金は１株あたり 2,800 円を予定しております。 

 
(3)投資単位引き下げに関する考え方及び基本方針等 

投資単位の引き下げにつきましては、株式の流動性の向上を考慮すると共に、株主の利益に配慮して、
慎重に検討してまいります。 

 
(4)目標とする経営指標 

当社グループは常に経営の効率性向上による収益性を重視しており、経営指標として売上高経常利益
率とＲＯＥを重視しております。 

 
(5)中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、商品アイテムを日用消耗雑貨に絞り込んだ小型店舗を、直営方式でローコストにて
出店・運営するという店舗特性を活かし、大型量販店だけではなく、地域に密着した中小の量販店への
テナント出店を積極的に進めることにより、中長期的な店舗拡大を図ってまいります。 
また、小型店舗の特性を活かした駅前立地のコンビニエンス型店舗や取扱商品を更に絞り込んだ専門
店型店舗（現在は生花販売店舗を運営中）への取り組みにより、新しい市場の開拓を進めてまいります。 

 
(6)会社の対処すべき課題 

「商品の充実」「人材の育成」「店舗運営の効率化」を重点課題として、収益性と成長性を重視した経
営を進めてまいります。これらの課題に対し、当社グループでは以下のように取り組んでおります。 

 
「商品の充実」 
当社グループは、小規模直営店舗を多く展開しているため、商品アイテム数は約8,000と、比較的
少なくなっております。しかしながら、当社グループでは、日用消耗雑貨を重点商品と位置付け、
売れ筋商品への絞込みを実施するとともに、日用消耗雑貨商品の品質につきましては常にトップレ
ベルを目指しております。また、毎月約200点の新規商品を投入することにより、小規模店舗におい
ても常にお客様に新商品を提供できる体制をとっており、バラエティー感の演出を心掛けておりま
す。 

 
「人材の育成」 
当社グループでは、店舗における接客レベルの向上とともに、商品陳列、商品発注などを含めた
店舗運営レベルの向上を目指し、会社設立の当初より人材育成を心掛けてまいりました。本部によ
る一元指導体制を確立し、販売子会社に対しさらに店舗運営レベルの均質化及び向上を図っており
ます。また、店舗拡大に伴う人材採用及び育成にも注力し、本部による指導とともに店舗における
ＯＪＴの充実を進めてまいります。 
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「店舗運営の効率化」 
当社グループの店舗におきましては、店舗管理マニュアルによる指導の徹底により、パート・ア
ルバイトによる店舗運営を実施しております。また、発注作業の省力化のため、発注システムは常
に改善を図り、最新の機器を投入して店舗の標準化を進めております。更に、物流センターにハン
ディーターミナルによる検品システムを導入し、店舗における入荷商品の検品作業の軽減を実現し
ております。 

 
(7)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 （コーポレート・カバナンスに関する基本的な考え方） 

当社グループは、経営環境の変化に常に対応できる柔軟且つ強固な経営基盤を構築し、永続的な成長
が可能な企業経営を目指しております。特にコーポレート・ガバナンスの充実を図るため、経営内容の
透明性、公平性、意思決定のスピード性を高めることを重視しております。 

 
 （コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

 ①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制
の状況 
取締役会は毎月開催し、経営の基本方針、法令で定められた事項、その他経営に関する重要事項を決
定するとともに、コンプライアンスの徹底を確認し、業務の執行について、各取締役が相互監視をして
牽制しあっております。 
また、毎週経営会議を開催し、意思決定の迅速化と各取締役の業務執行状況確認を互いに行っており
ます。 
監査役は２名中１名が社外監査役で、常勤監査役は取締役会のほか毎週開催される経営会議にも出席
し、その内容を監視確認しております。 
またコーポレート・ガバナンスの目的である適法性の確保、法令遵守機能を強化検証するため社長直
轄の内部監査室を設置し、内部監査室長は社内監査についてはその都度社長に報告を行うとともに、適
時、取締役会に報告を行っております。 
リスク管理につきましては、同基準を作成し、その内容によって臨機応変に対応できる体制を整えて
おります。 

 
会計監査については新日本監査法人と監査契約を締結し監査を受けております。又、監査役、内部監
査室と監査法人は常に情報を密にし、連携をとり合っております。 
当社グループの会計監査を担当した公認会計士は以下のとおりであります。又、継続監査年数が7 年
を超える者はおりません。 

 
  指定社員 業務執行社員 公認会計士 西野 秀一 
  指定社員 業務執行社員 公認会計士 田原 信之 

 
※監査業務に係る補助者は、公認会計士 3 名、会計士補 8 名であります。 

 
 ②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の
概要 
当社グループは商法特例法上の大会社ではありませんが、社外監査役が1 名で、人的関係資本的関係
または取引関係その他の利害関係について該当事項はありません。 
 
 ③会社のコーポレートガバナンスの充実に向けた取組みの最近 1 年間における実施状況 
当社は毎月行う取締役会と毎週必要の都度行う経営会議において重要事項の決定や経営状況の把握
を各取締役が行っており、監査役も取締役会と経営会議には必ず出席して監視、監督しております。 

 
(8)親会社等に関する基本方針 

該当事項はありません。 
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(9)内部管理体制の整備・運用状況 

 ①内部牽制組織、組織上の業務部門及び管理部門の配置状況、社内規定の整備状況 
当社では組織を事業本部と管理本部に大きく区分し、事業本部を商品部と店舗開発運営部に分け、管
理本部は管理部として、経理課、総務課、財務課に分けて各部署運営規定及び職務権限規定等を整備し、
各責任者を配置して、それぞれの業務を分担し、互いに牽制しあっております。 
更に内部管理体制強化のため、社長直属の内部監査室を設置し、各部署の業務内容について適時監査
を行い、各部署が組織的に定められた諸規定により運営されているかどうか、又、法令定款に適合し、
且つ、効率的に行われているかどうかを確認し、社長及び取締役会に報告を行って改善を実施しており
ます。 
 

 ②内部管理体制の充実に向けた取組みの最近 1 年間における実施状況 
内部監査室は年度計画により、店舗開発運営部に属する店舗の臨店監査、商品部の物流センター監査、
本社内の管理部各課の監査を行い、上記監査内容のほかに諸規定、マニュアルの不備、訂正事項等につ
いても確認し、指摘事項について対象部署より改善実施計画書を提出させ、改善と再発防止に努めてお
ります。これにより、常に問題が大きくならないうちに改善できる体制を構築したいと考えております。 

 
(10)その他、会社の経営上重要な事項 

特にありません。 

 
３．経営成績及び財政状態 
 
（1）経営成績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業部門に加え家計部門でも改善を見せており、景気は
緩やかな回復基調を示してまいりました。しかし、小売業におきましては業種、業態を超えた企業間の
競争が激化しており、引き続き厳しい経営環境が続いております。 
このような状況の中で、当社グループは主たる事業であります 100 円ショップ事業部では、生活必需
品であります日用雑貨を中心に品質のよい商品を揃え、地域のお客様に密着した店舗運営を展開し、固
定客のニーズにこたえるとともに、前連結会計年度より引き続き店舗運営の標準化を進めてローコスト
化を目指し、収益基盤の強化に取り組んでまいりました。当中間連結会計期間は100 円ショップ店舗で
は 38 店舗の出店を行い、26 店舗の閉鎖を行いました結果、期末の店舗数は317 店舗となりました。そ
の他店舗では、生花販売の「花祭り」が前連結会計年度と同じく8 店舗、癒し系店舗の「Yasuragi」も
前連結会計年度と同じく1 店舗、ディスカウントショップは1 店舗の閉鎖により、累計2 店舗でありま
す。当中間連結会計期間より連結子会社になりました㈱三栄商事は 9 店舗であります。 
以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は94 億 2 百円、経常利益は3 億 12 百円、中間純利益は1
億 55 百円で増収増益となりました。 
 
（2）財政状態 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャ
ッシュ・フローの増加より投資活動によるキャッシュ・フローの減少及び、財務活動によるキャッシュ・
フローの減少が多くなったため、前期末より 1 億 28 百万円減少し、11 億 46 百万円となりました。 
当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果、生じた資金は2億39百万円となりました。この内訳は、税金等調整前中間純利益が2
億93百万円と、減価償却費62百万円、売上債権の減少額60百万円等の収入があり、支出として、たな卸
資産の増加20百万円、デリバティブ評価益20百万円等であります。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果、使用した資金は3億6百万円となりました。この内訳はＭ＆Ａによる株式の取得1億56
百万円と、新規出店のための店舗保証金の差入による支出1億5百万円、有形固定資産の取得による支出
78百万円等によるものであります。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果、使用した資金は 61 百万円となりました。この主な内訳は、調達による収入が短期
借入金 1 億 10 百万円、長期借入金 1 億 50 百万円で、支出として長期借入金の返済が 2 億 76 百万円、
配当金の支払による支出が 42 百万円等によるものであります。 
 
なお、当社グループのキャッシュ・フローの指標は次のとおりであります。 

 平成 15 年 6 月中間期 平成 16 年 2 月中間期 平成 17 年 2 月中間期 平成 18 年 2 月中間期 

株主資本比率（％） 23.8 28.8 34.2 33.5 

時価ベースの株主資本比率（％） 32.4 59.6 85.1 60.2 

債務償還年数（年） ― 4.5 3.5 4.5 

インタレスト・カバレッジ・レシオ △ 3.2 倍 12.4 倍 39.3 倍 29.3 倍 
（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
 １．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 
 ２．平成18 年 2 月中間期より中間連結財務諸表を作成しているため、平成17 年 2 月中間期以前につい
ては中間財務諸表の数値により算出しております。 

 ３．営業キャッシュ・フローは、中間連結キャッシュ・フロー計算書（平成 17 年 2 月中間期以前につい
ては中間キャッシュ・フロー計算書）の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。 

 ４．有利子負債は、中間連結貸借対照表（平成 17 年 2 月中間期以前については中間貸借対照表）に計上
している負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

 ５．利払いについては、中間連結キャッシュ・フロー計算書（平成17 年 2 月中間期以前については中間
キャッシュ・フロー計算書）の利息の支払額を使用しております。 
 
（3）通期の見通し 

下半期のわが国経済は、引き続き輸出、設備投資共順調に推移すると見られ、景気の回復基調は続く
と思われます。しかし、内外に原油価格の高騰や増税等があり、厳しい面もございます。このような中、
当社グループは上半期に引き続き積極的な新規出店と店舗標準化による効率的店舗運営を進めてまい
る所存であります。 
これらにより、通期の連結業績は、売上高195 億円、対前年比20.0％増、経常利益5 億 30 百万円、
同 13.7％増、当期純利益 2 億 75 百万円、同 16.5％増を見込んでおります。 
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（4）事業等のリスク 

１．出店政策について 
自社店舗の出店政策について、当社グループは、100 円ショップに重点を置いた出店政策をとってお
り、関東地方から九州地方までの地域に店舗展開を行っております。当社グループは、特定の地域に重
点的に出店をする政策はとっておりませんが、当社グループの物流センター（滋賀県犬上郡豊郷町）の
所在地から遠く、物流コストが割高になることから、現状、北海道及び東北地区への出店は行っておら
ず、物流センターの所在地により出店地域が制約されている状況にあります。 
新規に出店する際には、入居保証金、賃借料その他費用の出店条件及び商圏人口等を総合的に勘案し
て出店の可否を決定しております。当社グループは小型店舗中心の出店を行っており、現在出店してい
る店舗はすべて 1,000 ㎡未満であり、「大規模小売店舗立地法」による規制を受けておりませんが、今
後の店舗展開によっては同法の規制を受ける可能性があります。 
なお、当社グループは常に各個別店舗の採算を重視した店舗政策をとっているため、出店条件に合致
する物件がない場合は出店店舗数の減少により当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
また、当社グループは、常に不採算店舗の見直しを実施しており、各種対策によっても改善しない店
舗は積極的に閉鎖する方針をとっております。今後不採算店が増加した場合は、閉鎖店舗の増加により
当社グループの業績に影響を与える可能性があります。更に当社グループの出店先は、ショッピングセ
ンター、スーパーマーケット等量販店が中心になっているため、商業施設全体の閉鎖やテナントの入れ
替え等により、退店を余儀なくされる場合があります。 
 
２．従業員の確保、指導教育について 
当社グループは、各地域のスーパーバイザー（正社員）が担当店舗のパート、アルバイト従業員の指
導教育を行い、店舗運営は所定のマニュアルにより、このパート、アルバイト従業員に任せております。 
そのため、指導力のあるスーパーバイザーを確保できない場合は、パート、アルバイトへの指導が行
き届かず、店舗運営のレベル、及びお客様へのサービスの質が低下し、業績に影響を与える可能性があ
ります。 
また、当社グループが引続き必要なパート、アルバイトを継続して確保できる保証はありませんので、
もし、必要なパート、アルバイトを継続して確保できない場合には、業績に影響を与える可能性があり
ます。 
更に労務面においては、短時間労働者に対する社会保険の適用基準拡大により、新たに社会保険に加
入するパート、アルバイトの増加による費用負担が発生する可能性があります。 
 
３．為替変動、商品市況について 
当社グループがメーカー及び問屋から仕入れる商品には、中国を初めとする海外からの輸入商品が多
くなっております。このため、為替レートの変動により、当社の業績に間接的影響を与える可能性があ
ります。 
また、原油価格の上昇等により、現在はほとんど影響はありませんが、将来は原価が上昇する可能性
があります。 
 
４．新規参入リスクについて 
現在 100 円ショップ業界は、業績を拡大させておりますが、他業界からの100 円ショップ事業への参
入及び既存量販店内の均一販売コーナーの増加等、当社グループの主要事業の市場において競争が激化
する傾向にあり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
 
５．在庫リスクについて 
店舗数の増加に伴いまして商品在庫が増加し、また今後も店舗数の増加計画があり、更に増加してい
く予定であります。 
店舗における売場効率を維持するためには、常に新規商品の投入を行うとともに、陳腐化した滞留在
庫の撤去及び処分を行う必要があります。今後、消費者動向の変化等により多額の滞留在庫が発生した
場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
 
６．貸倒損失について 
当社グループは、出店に際し家主に対して敷金、保証金の差入を行い、また一部のインショップ店で
は売上金を預けております。また、卸販売（掛売り）も行っており、これら出店先及び卸販売先の財務
内容に応じて貸倒引当金を設定する他、現状できる限りの保全対策を行っておりますが、破綻等が発生
し、貸倒損失が発生した場合は、当社グループの業績に影響する可能性があります。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 
 

  
当中間連結会計期間末 
(平成18年２月28日) 

前連結会計年度 
(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

構成比 
(％) 金額(千円) 

構成比 
(％) 

(資産の部)        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金   1,146,388   1,275,230  

２ 売掛金   204,552   181,388  

３ 売上預け金   303,236   350,682  

４ たな卸資産   1,839,322   1,651,085  

５ その他   224,193   219,066  

貸倒引当金   △20,514   △22,002  

流動資産合計   3,697,179 68.4  3,655,451 72.0 

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 ※１       

(1) 建物及び構築物   155,857   68,238  

(2) 器具備品   318,668   314,309  

(3) その他   59,955   ―  

有形固定資産合計   534,481   382,548  

２ 無形固定資産   17,350   14,967  

３ 投資その他の資産        

(1) 差入保証金   1,006,762   920,396  

(2) その他   231,963   176,217  

貸倒引当金   △79,049   △70,841  

投資その他の資産合計   1,159,676   1,025,773  

固定資産合計   1,711,507 31.6  1,423,288 28.0 

資産合計   5,408,686 100.0  5,078,740 100.0 

        



ファイル名:060_9245600501805.doc 更新日時:2006/04/17 17:12 印刷日時:06/04/20 14:33 

― 9 ― 

 

  
当中間連結会計期間末 
(平成18年２月28日) 

前連結会計年度 
(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形及び買掛金   1,880,743   1,779,930  

２ 短期借入金   180,000   ―  

３ 一年以内返済予定 
  長期借入金   450,060   441,796  

４ 未払法人税等   149,355   199,285  

５ 賞与引当金   53,186   50,513  

６ その他   216,157   227,737  

流動負債合計   2,929,503 54.2  2,699,261 53.1 

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金   456,614   558,858  

２ 退職給付引当金   27,259   25,497  

３ 役員退職慰労引当金   43,894   31,368  

４ 連結調整勘定   27,195   ―  

５ その他   114,486   84,696  

固定負債合計   669,449 12.3  700,420 13.8 

負債合計   3,598,953 66.5  3,399,682 66.9 

        

(少数株主持分)        

少数株主持分  ― ―   ― ― 

        

(資本の部)        

Ⅰ 資本金   428,747 7.9  428,747 8.4 

Ⅱ 資本剰余金   308,122 5.7  308,122 6.1 

Ⅲ 利益剰余金   1,068,099 19.8  955,164 18.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   42,542 0.8  23,120 0.5 

Ⅴ 自己株式   △37,778 △0.7  △36,096 △0.7 

資本合計   1,809,733 33.5  1,679,058 33.1 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  5,408,686 100.0  5,078,740 100.0 
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② 【中間連結損益計算書】 
 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 

百分比 
(％) 金額(千円) 

百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   9,402,546 100.0  16,251,165 100.0 

Ⅱ 売上原価   5,958,027 63.4  10,233,439 63.0 

売上総利益   3,444,518 36.6  6,017,726 37.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  3,129,887 33.3  5,517,220 33.9 

営業利益   314,631 3.3  500,505 3.1 

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息  39   48   

２ 受取配当金  244   204   

３ 保険金収入  ―   674   

４ 賃貸料収入  5,067   ―   

５ デリバティブ評価益  20,099   ―   

６ 連結調整勘定償却額  3,021   ―   

７ その他  4,866 33,338 0.4 217 1,146 0.0 

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息  8,403   12,647   

２ 商品廃棄損  1,614   6,877   

３ 退店違約金  17,876   11,734   

４ その他  7,821 35,714 0.4 3,395 34,654 0.2 

経常利益   312,255 3.3  466,997 2.9 

Ⅵ 特別利益        

１ 貸倒引当金戻入益  ―   10,083   

２ 保険解約益  4,159 4,159 0.0 ― 10,083 0.0 

Ⅶ 特別損失        

１ 固定資産除却損 ※２ 11,807   4,915   

２ 固定資産売却損 ※３ 346   ―   

３ 事業整理損失 ※４ ―   12,646   

４ 減損損失 ※５ 11,244 23,398 0.2 ― 17,561 0.1 

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  293,015 3.1  459,519 2.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

 143,000   303,700   

法人税等調整額  △5,720 137,279 1.4 △81,121 222,578 1.3 

中間(当期)純利益   155,736 1.7  236,940 1.5 

        

 


